
 
 

 

 

図1. 『御番所日記』（『日光叢書』第一巻）と安政江戸地震発生時における日光東照宮における地震

対応（東京大学地震研究所[課題番号：151３]） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2. 研究内容の意味ネットワークの解

明を目指したデジタル支援ツールによる

モデル化の評価結果（上）と，日本地震

学会論文キーワードをもとにした支援ツ

ールの検証（下）（新潟大学[課題番号：

2702]） 

 

 

 



 
 

 

 

図３. 2015年ネパール・ゴルカ地震時のカトマンズ盆地のサイト特性（東京大学地震研究所[課題番

号：1515]，Takai et al.,2016）  

上段：岩盤サイトKTPと他の盆地内の観測点の2015年ゴルカ地震の本震の加速度記録に基づく速度ス

ペクトル（KATNP観測点はUSGSによる記録）。下段：岩盤サイトKTPを分母としたスペクトル比。上

下動では大きなサイトによる増幅が見られないが，水平動においては，0.2 ～1 Hzにおいて各サイト

で明瞭な増幅が見られる。 

 

 

 

図4. 桜島におけるマグマ貫入速度と噴火規模・様式・避難（京都大学防災研究所[課題番号：1914]） 
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図5. 東日本大震災の被災地における空間形態に現れる脆弱性の解明（名古屋大学[課題番号：1704]） 

 

 

 

図6. 衛星測位を利用した避難行動の障害に関する空間分析方法の開発（北海道大学[課題番号：1006]） 

 



 
 

 

 

 

図7. 準リアルタイム火山情報表示システム 

左：今年度にバージョンアップしたプログラムで取得・表示可能な情報（○）と，取得を予定(△)及び

検討（？）している情報。右：パネルとウインドウのスナップショット。(A)オープニングダイアログ，

(B)火山関連の情報表示パネル配置1(左上：噴火警報等，左下：V-NET波形，右上：火山カメラ，右

下：噴火時系列)，（C）火山関連の情報表示パネル配置2(左上：噴火警報等，左中：火山カメラ，左

下：掲示板，右上：ブランク，右中：リアルタイム地震波形，右下：リアルタイム長周期データ)，

(D)情報の選択メニューと観測点・地域等の選択ダイアログ，（E）地震波形及び長周期データの表示・

検索ウインドウ，(F)噴火時系列の表示・検索ウインドウ（北海道大学[課題番号：1009]） 



 
 

 

 

 

図8. 火山に関する災害情報伝達に関する住民の意識調査結果（名古屋大学[課題番号：1706]） 

 

 

図9. 住民の地震リスク認知や専門家に対する信頼に関する社会調査（東京大学地震研究所[課題番

号：1517]） 

 

＜調査目的＞

• 災害のリスク評価に不確実性があることを情報の送り手である専門家が公表した場合，人々
のリスク認知やリスク管理への信頼，さらには災害軽減のための政策に対する支持にどのよう
な影響があるのかを，日米で社会調査を実施して明らかにする．

＜調査方法＞
• 名古屋市を含む愛知県西部地域におけるM8クラスの地震発生に関して，仮想的な長期評価
を複数用意して，それらを専門家が，評価の不確実性に言及する評価文で公表した場合と，言
及しない評価文で公表した場合に対する印象を，調査用ウェブサイトを用意して回答してもらう．

• 回答者は，調査会社の募集に応じた，名古屋市内の成人780名．回答者は上記の調査用ウェ
ブサイトを知らされて，自身のインターネット環境を用いてそこにアクセスし回答する．

＜中間結果＞

• 地震の専門家が長期評価における不確実性を認め，それを公表しても，一般の人びとからの
信頼が低下したり，地震によるリスクが高く認知されるようになったり，地震対策としての政策
支持を低下させたりすることはないことが示された．つまり，不確実性表明が何らかのネガティ
ブな帰結をもたらす様子は確認されなかった．

• ただし，これらの結果は，不確実性を表明する条件としない条件との間で，操作チェック項目の
評定値の差が小さかったこと，つまり，専門家が不確実性を表明しているという操作そのもの
が弱かったためという可能性がある．

• また，名古屋市を含む愛知県西部地域におけるM8クラスの地震発生という設定にリアリティが
欠けていた可能性がある．



 
 

 

 

図10. 桜島の大規模噴火の際の避難意向に関する社会調査（京都大学防災研究所[課題番号：1914]） 

  


